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(57)【要約】
　ＭＥＭＳデバイスのための支持構造、およびその方法
　保護材料によって取り囲まれた犠牲材料で形成された
支持構造を有する微小電気機械システムデバイス。微小
電気機械システムデバイスは、上に電極を形成された基
板を含む。キャビティによって第一の電極から分離され
た別の電極は、犠牲材料で形成された支持構造によって
支持される移動可能層を形成する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第一の電極層が上に形成された基板と、
　キャビティによって前記第一の電極層から隔てられた第二の電極層と、
　前記キャビティへ曝されることを防ぐ保護材料によって取り囲まれた側面を有する少な
くとも１つの支持構造と、
　を備える微小電気機械システムデバイスであって、
　前記少なくとも１つの支持構造は、前記第二の電極層を支持するように構成される、微
小電気機械システムデバイス。
【請求項２】
　請求項１に記載の微小電気機械システムデバイスであって、
　前記少なくとも１つの支持構造は、前記第一の電極層の上に形成され、前記保護材料は
、自己平坦化材料である。微小電気機械システムデバイス。
【請求項３】
　請求項２に記載の微小電気機械システムデバイスであって、
　前記保護材料は、フォトレジストを含む、微小電気機械システムデバイス。
【請求項４】
　請求項２に記載の微小電気機械システムデバイスであって、
　前記保護材料は、スピンオン誘電体を含む、微小電気機械システムデバイス。
【請求項５】
　請求項１に記載の微小電気機械システムデバイスであって、
　前記保護材料は、更に、前記支持構造の上面の少なくとも一部を覆い、前記保護材料の
一部は、移動可能層と、前記支持構造の前記上面との間に位置する、微小電気機械システ
ムデバイス。
【請求項６】
　請求項１に記載の微小電気機械システムデバイスであって、
　前記第二の電極層は、移動可能であるように構成される、微小電気機械システムデバイ
ス。
【請求項７】
　請求項１に記載の微小電気機械システムデバイスであって、
　前記少なくとも１つの支持構造は、上面の前記第二の電極層と、前記側面の前記保護材
料と、の組み合わせによって封じ込まれる、微小電気機械システムデバイス。
【請求項８】
　請求項１に記載の微小電気機械システムデバイスであって、
　前記保護材料は、約５００Åから１ミクロンの範囲の厚さを有する、微小電気機械シス
テムデバイス。
【請求項９】
　請求項１に記載の微小電気機械システムデバイスであって、
　前記少なくとも１つの支持構造は、無機材料を含む、微小電気機械システムデバイス。
【請求項１０】
　請求項１に記載の微小電気機械システムデバイスであって、
　前記少なくとも１つの支持構造は、シリコン、モリブデン、タングステン、およびチタ
ンよりなる群から選択される材料を含む、微小電気機械システムデバイス。
【請求項１１】
　請求項１に記載の微小電気機械システムデバイスであって、
　前記少なくとも１つの支持構造は、真っ直ぐな側面を有するモリブデンを含む、微小電
気機械システムデバイス。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の微小電気機械システムデバイスであって、
　前記第一の電極層は、前記キャビティに曝された誘電性の上面を有する、微小電気機械
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システムデバイス。
【請求項１３】
　請求項１２に記載の微小電気機械システムデバイスであって、
　前記誘電性の上面は、二酸化シリコンを含む、微小電気機械システムデバイス。
【請求項１４】
　請求項１２に記載の微小電気機械システムデバイスであって、
　前記誘電性の上面は、Ａｌ2Ｏ3を含む、微小電気機械システムデバイス。
【請求項１５】
　請求項１２に記載の微小電気機械システムデバイスであって、
　前記第二の電極層は、前記キャビティに曝されたアルミニウムの表面を含む、微小電気
機械システムデバイス。
【請求項１６】
　請求項１に記載の微小電気機械システムデバイスであって、
　前記少なくとも１つの支持構造は、前記保護材料に対して選択的にエッチング可能であ
る、微小電気機械システムデバイス。
【請求項１７】
　請求項１６に記載の微小電気機械システムデバイスであって、
　前記少なくとも１つの支持構造は、二フッ化キセノンによってエッチング可能である、
微小電気機械システムデバイス。
【請求項１８】
　請求項１に記載の微小電気機械システムデバイスであって、更に、
　ディスプレイと、
　前記ディスプレイと電気的に通信するプロセッサであって、画像データを処理するよう
に構成されるプロセッサと、
　前記プロセッサと電気的に通信するメモリデバイスと、
　を備える微小電気機械システムデバイス。
【請求項１９】
　請求項１８に記載の微小電気機械システムデバイスであって、更に、
　前記ディスプレイに少なくとも１つの信号を送信するように構成されるドライバ回路を
備える微小電気機械システムデバイス。
【請求項２０】
　請求項１９に記載の微小電気機械システムデバイスであって、更に、
　前記ドライバ回路に前記画像データの少なくとも一部を送信するように構成されるコン
トローラを備える微小電気機械システムデバイス。
【請求項２１】
　請求項１８に記載の微小電気機械システムデバイスであって、更に、
　前記プロセッサに前記画像データを送信するように構成される画像ソースモジュールを
備える微小電気機械システムデバイス。
【請求項２２】
　請求項２１に記載の微小電気機械システムデバイスであって、
　前記画像ソースモジュールは、レシーバ、トランシーバ、およびトランスミッタの少な
くとも１つを含む、微小電気機械システムデバイス。
【請求項２３】
　請求項１８に記載の微小電気機械システムデバイスであって、更に、
　入力データを受信して、前記入力データを前記プロセッサに伝達するように構成される
入力デバイスを備える微小電気機械システムデバイス。
【請求項２４】
　インターフェロメトリックモジュレータデバイスを作成する方法であって、
　第一の電極層を上に形成された基板を提供することと、
　少なくとも１つの支持構造を保護材料によって取り囲むことと、
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　前記少なくとも１つの支持構造を取り囲んだ後、前記第一の電極層と移動可能層との間
にキャビティを形成することと、
　を備える方法。
【請求項２５】
　請求項２４に記載の方法であって、更に、
　前記少なくとも１つの支持構造を取り囲む前に、前記第一の電極の上に犠牲材料をデポ
ジションすることと、
　前記少なくとも１つの支持構造を取り囲んだ後に、前記移動可能層を形成することと、
　を備え、
　前記キャビティを形成することは、前記移動可能層を形成した後に、前記保護材料の外
側の前記犠牲材料を選択的に除去することを含む、方法。
【請求項２６】
　請求項２５に記載の方法であって、
　前記移動可能層を形成することは、前記少なくとも１つの支持構造の封じ込めを完成す
る、方法。
【請求項２７】
　請求項２５に記載の方法であって、
　前記犠牲材料は、シリコン、モリブデン、タングステン、チタン、およびフォトレジス
トよりなる群から選択される材料を含む、方法。
【請求項２８】
　請求項２５に記載の方法であって、
　前記取り囲むことは、
　　前記犠牲材料をデポジションした後に、前記犠牲材料内に少なくとも１つの環状開口
をエッチングすることと、
　　前記少なくとも１つの支持構造を取り囲むために、前記少なくとも１つの環状開口を
前記保護材料で満たすことと、
　を含む、方法。
【請求項２９】
　請求項２８に記載の方法であって、更に、
　前記保護材料の外側の前記犠牲材料を選択的に除去した後に、前記保護材料を除去する
ことを備える方法。
【請求項３０】
　請求項２９に記載の方法であって、
　前記保護材料は、アッシングによって除去される、方法。
【請求項３１】
　請求項２５に記載の方法であって、更に、
　前記犠牲材料をデポジションする前に、前記第一の電極層の上に誘電材料をデポジショ
ンすることを備える方法。
【請求項３２】
　請求項２５に記載の方法であって、更に、
　前記犠牲材料を選択的に除去する前に、前記移動可能層内に開口を形成することを備え
る方法。
【請求項３３】
　請求項２５に記載の方法であって、
　前記少なくとも１つの支持構造は、前記犠牲材料で形成される、方法。
【請求項３４】
　請求項２５に記載の方法であって、
　前記支持構造は、前記犠牲材料の選択的除去を受けやすい材料で形成される、方法。
【請求項３５】
　請求項２５に記載の方法であって、
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　前記支持構造、および前記犠牲材料の選択的に除去された部分は、同じエッチャントに
よる除去を受けやすい、方法。
【請求項３６】
　請求項３５に記載の方法であって、
　前記エッチャントは二フッ化キセノンである、方法。
【請求項３７】
　請求項２５に記載の方法であって、
　前記保護材料は、前記犠牲材料の厚さの２分の１から２倍の範囲の厚さを有する、方法
。
【請求項３８】
　請求項２５に記載の方法であって、
　前記選択的に除去することは、二フッ化キセノンを使用してエッチングすることを含む
、方法。
【請求項３９】
　請求項２４に記載の方法であって、更に、
　前記少なくとも１つの支持構造を取り囲む前に、前記第一の電極層の上に犠牲材料をデ
ポジションすることと、前記犠牲材料の上に前記移動可能層を形成することと、を備え、
　前記キャビティを形成することは、前記保護材料の外側の前記犠牲材料を選択的に除去
することを含む、方法。
【請求項４０】
　請求項３９に記載の方法であって、更に、
　前記犠牲材料をデポジションした後に、前記移動可能層をエッチングすることを備える
方法。
【請求項４１】
　請求項４０に記載の方法であって、更に、
　前記移動可能層をエッチングした後に前記少なくとも１つの支持構造を取り囲む前に、
前記支持構造の周囲の前記犠牲材料をエッチングすることを備え、
　前記犠牲材料のエッチングには、計時式のエッチングプロセスを使用する、方法。
【請求項４２】
　請求項４０に記載の方法であって、
　前記移動可能層をエッチングすることは、前記移動可能層内に複数の開口をエッチング
することを含み、前記犠牲材料をエッチングすることは、前記複数の開口の下の前記犠牲
材料を除去することを含む、方法。
【請求項４３】
　請求項４０に記載の方法であって、
　前記少なくとも１つの支持構造を取り囲むことは、
　　前記移動可能層および前記犠牲層をエッチングした後に、前記移動可能層の上および
前記キャビティの中に平坦化材料をデポジションすることと、
　　前記少なくとも１つの支持構造を取り囲むために、前記平坦化材料をエッチングする
ことと、
　を含む、方法。
【請求項４４】
　請求項４３に記載の方法であって、更に、
　前記キャビティを形成した後に、前記平坦化材料を除去することを備える方法。
【請求項４５】
　微小電気機械システムデバイスを作成する方法であって、
　第一の電極層が上に形成された基板を提供することと、
　前記第一の電極層の上に、犠牲層をデポジションすることと、
　前記犠牲層内に、少なくとも１つの環状ホールを形成することと、
　前記環状ホールを満たすことと、
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　前記環状ホールを満たした後に、前記犠牲層の上に、第二の電極層をデポジションする
ことと、
　前記第二の電極層をデポジションした後に、前記環状ホールの外側の前記犠牲層を除去
することと、
　を備える方法。
【請求項４６】
　請求項４５に記載の方法であって、
　前記環状ホールを満たすことは、前記環状ホール内に保護材料をデポジションすること
を含む、方法。
【請求項４７】
　請求項４６に記載の方法であって、
　前記保護材料は、自己平坦化材料である、方法。
【請求項４８】
　請求項４６に記載の方法であって、
　前記犠牲層は、あるエッチャントによるエッチングを受けやすく、前記保護材料は、前
記同じエッチャントによるエッチングに対して耐性である、方法。
【請求項４９】
　請求項４８に記載の方法であって、
　前記エッチャントは、二フッ化キセノンである、方法。
【請求項５０】
　請求項４６に記載の方法であって、
　前記犠牲層は、無機材料を含む、方法。
【請求項５１】
　請求項５０に記載の方法であって、
　前記環状ホールを満たすことは、前記環状ホール内に保護材料をデポジションすること
を含み、前記無機材料は、シリコン、モリブデン、タングステン、およびチタンよりなる
群から選択され、前記保護材料は、フォトレジストを含む、方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　＜関連出願の相互参照＞
　本出願は、２００５年７月２２出願の米国仮出願第６０／７０２，０８０号の恩典を受
けることを主張する。
【０００２】
　＜背景＞
　本発明の分野は、微小電気機械システム（ＭＥＭＳ）に関する。より具体的には、本発
明の分野は、インターフェロメトリックモジュレータと、移動層に対する支持を有するこ
のようなインターフェロメトリックモジュレータを製造する方法と、に関する。
【０００３】
　＜関連技術の説明＞
　微小電気機械システム（ＭＥＭＳ）は、微小機械要素、アクチュエータ、および電子機
器を含む。微小機械要素は、デポジションプロセス、エッチングプロセス、および／また
はその他のマイクロマシニングプロセスであって、基板および／またはデポジションされ
た材料層を部分的にエッチング除去するかまたは層を追加するかによって電気デバイスお
よび電気機械デバイスを形成するマイクロマシニングプロセスを使用して作成することが
できる。ＭＥＭＳデバイスの１つのタイプは、インターフェロメトリックモジュレータ（
干渉型変調器）と称される。本明細書において使用されるインターフェロメトリックモジ
ュレータまたはインターフェロメトリック光モジュレータという用語は、光干渉の原理を
使用して光を選択的に吸収するおよび／または反射させるデバイスを意味する。特定の実
施形態において、インターフェロメトリックモジュレータは、一対の伝導板を備えてよく
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、それらの板の一方または両方は、全体もしくは一部が透明および／もしくは反射性であ
ってよく且つ適切な電気信号の印加によって相対運動することができる。具体的な一実施
形態において、一方の板は、基板上にデポジションされた静止層を備えてよく、他方の板
は、エアギャップによって静止層から分離された金属膜を備えてよい。本明細書において
更に詳述されるように、他方の板に対する一方の板の位置は、インターフェロメトリック
モジュレータに入射する光の光干渉を変化させることができる。このようなデバイスは、
非常に広範な用途を有しており、当該分野においては、これらのタイプのデバイスの特徴
を既存製品の改良およびまだ開発されていない新製品の製造に生かせるように、これらの
タイプのデバイスの特性を利用および／または変更することが有益だと考えられる。
【０００４】
　＜特定の実施形態の概要＞
　本発明のシステム、方法、およびデバイスは、その各々がいくつかの態様を有しており
、そのいずれの一態様も、その望ましい属性に対する役割を単独で任っているわけではな
い。以下では、それらのより顕著な特徴について、本発明の範囲を限定することなく概説
する。この記述を考慮に入れ、とりわけ、「特定の実施形態の詳細な説明」と題されたセ
クションを読了すれば、本発明の特徴が他のディスプレイデバイスに対してどのような利
点を有するかを理解できるであろう。
【０００５】
　一実施形態は、第一の電極層が上に形成された基板と、第二の電極と、少なくとも１つ
の支持構造と、を含む微小電気機械システムデバイスを提供する。第二の電極は、キャビ
ティによって第一の電極層から隔てられる。少なくとも１つの支持構造は、キャビティに
曝されないように保護材料によって取り囲まれた側面を有する。少なくとも１つの支持構
造は、第二の電極層を支持するように構成される。
【０００６】
　別の一実施形態にしたがって、インターフェロメトリックモジュレータデバイスを作成
するための方法が提供される。基板が、提供される。基板は、第一の電極層を上に形成さ
ている。少なくとも１つの支持構造が、保護材料によって取り囲まれる。少なくとも１つ
の支持構造が取り囲まれた後、第一の電極層と移動可能層との間にキャビティが形成され
る。
【０００７】
　更に別の一実施形態にしたがって、リリースされていないインターフェロメトリックモ
ジュレータデバイスが提供される。リリースされていないインターフェロメトリックモジ
ュレータデバイスは、第一の電極層を上に形成された基板と、第一の電極層の上にある犠
牲層と、移動可能な層と、を含む。犠牲層は、側壁表面全体を保護材料によって取り囲ま
れた少なくとも１つの支持構造を含む。犠牲層の上に、移動可能な層が配置される。
【０００８】
　別の一実施形態にしたがって、微小電気機械システムデバイスを作成するための方法が
提供される。基板が、提供される。基板の上に、第一の電極層が形成される。第一の電極
層の上に、犠牲層がデポジションされる。犠牲層内に、少なくとも１つの環状ホールが形
成され、次いで、満たされる。環状ホールが満たされた後、犠牲層の上に、第二の電極層
がデポジションされる。第二の電極層がデポジションされた後、環状ホールの外側の犠牲
層は、除去される。
【０００９】
　本発明のこれらのおよびその他の態様は、以下の説明、および本発明の限定ではなく例
示を意図した添付の図面（縮尺通りではない）から、容易に明らかになる。
【００１０】
　＜特定の実施形態の詳細な説明＞
　以下の詳細な説明は、本発明の特定の具体的実施形態に関する。しかしながら、本発明
は、多くの異なるかたちで実現することができる。この説明では、図面が参照され、図中
、類似の構成要素は一貫して類似の符号を使用して示される。以下の説明から明らかなよ
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うに、これらの実施形態は、動いているもの（例：ビデオ）であれ静止しているもの（例
：静止画像）であれ、テキスト形式であれ映像形式であれ、画像を表示するように構成さ
れた任意のデバイスにおいて実現可能である。より具体的には、これらの実施形態は、携
帯電話、ワイヤレス機器、携帯情報端末（ＰＤＡ）、手持ちサイズの、すなわち携帯用の
コンピュータ、ＧＰＳレシーバ／ナビゲータ、カメラ、ＭＰ３プレーヤ、カムコーダ、ゲ
ーム機、腕時計、時計、計算機、テレビ用モニタ、フラットパネルディスプレイ、コンピ
ュータ用モニタ、自動車用ディスプレイ（例：走行距離計等など）、コックピットのコン
トロールパネルおよび／もしくはディスプレイ、カメラ視野のディスプレイ（例：車の後
方確認用カメラのディスプレイ）、電子写真、電光の掲示板もしくはサイン、プロジェク
タ、建造物、パッケージング、ならびに美的構造物（例：宝石の画像のディスプレイ）を
非限定的に含む、様々な電子デバイスにおいて実現可能である、またはそのような電子デ
バイスに関連付けることが可能であると考えられる。また、本明細書において説明される
ものと類似の構造のＭＥＭＳデバイスを、電子的切り替えデバイスなどの非ディスプレイ
用途に使用することも可能である。
【００１１】
　好ましい実施形態にしたがって、犠牲材料で形成された支持構造（例えば柱）を有する
インターフェロメトリックモジュレータディスプレイが提供される。支持構造は、インタ
ーフェロメトリックモジュレータの光学キャビティを形成するために選択的にエッチング
される犠牲層として機能する同じ材料層内に形成される。平面状の犠牲層内に、環状開口
が開かれ、保護材料で満たされる。保護材料と、その上にある随意の機械層とは、犠牲材
料の「リリース」エッチングの最中に、取り囲まれた犠牲材料が除去されるのを阻止する
。保護された犠牲材料は、こうして、機械的な、すなわち移動可能な層に対する支持とし
て機能し、該支持を取り囲む保護材料は、その場所に留まってもよいし、あるいは続いて
除去されてもよい。
【００１２】
　インターフェロメトリックＭＥＭＳディスプレイ素子を含むインターフェロメトリック
モジュレータディスプレイの１つの実施形態が、図１に示されている。これらのデバイス
において、ピクセルは、明るい状態または暗い状態のいずれかにある。明るい（「オン」
または「開」）状態では、ディスプレイ素子は、入射する可視光の大半をユーザへと反射
させる。暗い（「オフ」または「閉」）状態では、ディスプレイ素子は、入射する可視光
をほとんどユーザへと反射させない。「オン」状態および「オフ」状態における光反射特
性は、実施形態に応じて逆転可能である。ＭＥＭＳピクセルは、主に選択された色で反射
するように構成することができる。これは、白黒に加えてカラーの表示を可能にする。
【００１３】
　図１は、ビジュアルディスプレイの一連のピクセルのなかの２つの隣接するピクセルを
示した等角図である。図中、各ピクセルは、ＭＥＭＳインターフェロメトリックモジュレ
ータを含む。実施形態によっては、インターフェロメトリックモジュレータディスプレイ
は、これらのインターフェロメトリックモジュレータの行列からなる配列を含む。各イン
ターフェロメトリックモジュレータは、少なくとも１つの可変次元を伴う共振光ギャップ
を形成するために、互いから可変で且つ制御可能な距離に配置された一対の反射層を含む
。１つの実施形態において、反射層の一方は、２つの位置の間で移動可能である。本明細
書において解放位置と称される第一の位置では、この移動可能層は、固定の部分反射層か
ら比較的大きな距離を隔てて配置されている。本明細書において作動位置と称される第二
の位置では、この移動可能層は、部分反射層に対してより近くに隣接して配置されている
。これらの２層から反射される入射光は、移動可能な反射層の位置に応じて建設的または
破壊的に干渉することによって、ピクセル毎に全反射または非反射のいずれかの状態を生
じる。
【００１４】
　図１に示された部分のピクセル配列は、２つの隣接するインターフェロメトリックモジ
ュレータ１２ａ，１２ｂを含む。左側のインターフェロメトリックモジュレータ１２ａで
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は、移動可能な反射層１４ａは、部分反射層を含む光学スタック１６ａから所定の距離に
ある解放位置で示されている。右側のインターフェロメトリックモジュレータ１２ｂでは
、移動可能な反射層１４ｂは、光学スタック１６ｂに隣接する作動位置で示されている。
【００１５】
　本明細書において言及される光学スタック１６ａ，１６ｂ（光学スタック１６として総
称される）は、通常、インジウムスズ酸化物（ＩＴＯ）などの電極層と、クロムなどの部
分反射層と、透明な誘電体と、を含むことができる何枚かの溶融層を含む。光学スタック
１６は、したがって、導電性であり、部分的に透明であり、且つ部分的に反射性であり、
例えば、上記の層の１枚または２枚以上を透明基板２０上にデポジションすることによっ
て作成することができる。部分反射層は、各種の金属、半導体、および誘電体など、部分
的に反射性である様々な材料で形成することができる。部分反射層は、１枚または２枚以
上の材料層で形成することができ、これらの各層は、単一の材料または複数の材料の組み
合わせで形成することができる。
【００１６】
　いくつかの実施形態において、光学スタック１６のこれらの層は、平行な帯状片となる
ようにパターン形成され、後ほど詳述されるように、ディスプレイデバイスにおける行電
極を形成することができる。移動可能な反射層１４ａ，１４ｂは、支柱１８の上、および
支柱１８間にデポジションされた介在犠牲材料の上にデポジションされた、１枚または２
枚以上の金属層からなる一連の平行な帯状片（行電極１６ａ，１６ｂに直交する）となる
ように、形成することができる。犠牲材料がエッチング除去されると、移動可能な反射層
１４ａ，１４ｂは、定められたエアギャップ１９によって光学スタック１６ａ，１６ｂか
ら分離される。反射層１４としては、アルミニウムなどの高伝導性で且つ反射性の材料が
使用されてよく、これらの帯状片は、ディスプレイデバイスにおける列電極を形成するこ
とができる。
【００１７】
　電圧を印加されていないとき、キャビティ１９は、移動可能な反射層１４ａと光学スタ
ック１６ａとの間に維持され、移動可能な反射層１４ａは、図１のピクセル１２ａによっ
て示されるように、機械的に解放された状態にある。しかしながら、選択された行および
列に電位差が印加されると、対応するピクセルにおいて行電極と列電極との交差位置に形
成されたコンデンサは、帯電状態となり、静電力が、これらの電極を引き合わせる。もし
電圧が十分に高いと、移動可能な反射層１４は、変形され、光学スタック１６に押し付け
られる。図１の右側のピクセル１２ｂによって示されるように、光学スタック１６内の誘
電層（不図示）が、短絡を阻止し、層１４と層１６との間の分離距離を制御することがで
きる。この挙動は、印加された電位差の極性にかかわらず同じである。このように、反射
と非反射との間でピクセルの状態を制御する行／列作動は、従来のＬＣＤ技術およびその
他のディスプレイ技術で使用されるものと、多くの意味で類似している。
【００１８】
　図２～５Ｂは、ディスプレイの用途においてインターフェロメトリックモジュレータの
配列を使用するための、代表的なプロセスおよびシステムの１つを示している。
【００１９】
　図２は、本発明の態様を組み込むことができる電子デバイスの１つの実施形態を示した
システムブロック図である。この代表的な実施形態において、電子デバイスは、ＡＲＭ、
Ｐｅｎｔｉｕｍ（登録商標）、Ｐｅｎｔｉｕｍ　II（登録商標）、Ｐｅｎｔｉｕｍ　III
（登録商標）、Ｐｅｎｔｉｕｍ　IV（登録商標）、Ｐｅｎｔｉｕｍ（登録商標）　Ｐｒｏ
、８０５１、ＭＩＰＳ（登録商標）、Ｐｏｗｅｒ　ＰＣ（登録商標）、ＡＬＰＨＡ（登録
商標）などの任意の汎用のシングルチップマイクロプロセッサもしくはマルチチップマイ
クロプロセッサ、またはデジタル信号プロセッサ、マイクロコントローラ、もしくはプロ
グラマブルゲートアレイなどの任意の専用マイクロプロセッサでありうるプロセッサ２１
を含む。当該分野において常であるように、プロセッサ２１は、１つまたは複数のソフト
ウェアモジュールを実行するように構成することができる。オペレーティングシステムの
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実行に加えて、プロセッサは、Ｗｅｂブラウザ、テレフォンアプリケーション、電子メー
ルプログラム、もしくはその他の任意のアプリケーションソフトを含む、１つまたは複数
のアプリケーションソフトを実行するように構成することができる。
【００２０】
　１つの実施形態において、プロセッサ２１は、また、配列ドライバ２２と通信するよう
にも構成される。１つの実施形態において、配列ドライバ２２は、ディスプレイ配列すな
わちパネル３０に信号を提供する行ドライバ回路２４および列ドライバ回路２６を含む。
図１に示された配列の断面は、図２において線１－１で示されている。ＭＥＭＳインター
フェロメトリックモジュレータについて、行／列作動プロトコルは、図３に示された、こ
れらのデバイスのヒステリシス特性を上手く活用することができる。例えば、移動可能層
を解放状態から作動状態へと変形させるために、１０ボルトの電位差が必要とされる。し
かしながら、この値から電圧が減少する際に、移動可能層は、自身の状態を、電圧が１０
ボルト未満に降下するあいだ維持する。図３の代表的な実施形態において、移動可能層は
、電圧が２ボルト未満に降下するまで完全には解放されない。したがって、デバイスが解
放状態または作動状態のいずれかで安定する印加電圧のウィンドウが存在し、これは、図
３に示された例では、例えば約３～７ボルトの範囲である。これは、本明細書において、
「ヒステリシスウィンドウ」または「安定性ウィンドウ」と称される。図３のヒステリシ
ス特性を有するディスプレイ配列に対しては、行／列作動プロトコルは、行ストローブ中
、ストローブされた行にある作動対象のピクセルは約１０ボルトの電圧差をかけられ、解
放対象のピクセルは０ボルトに近い電圧差をかけられるように設計することができる。ス
トローブ後、ピクセルは、その行ストローブによって置かれた状態に留まるように、約５
ボルトの定常状態電圧差をかけられる。書き込み後の各ピクセルは、この例では３～７ボ
ルトの「安定性ウィンドウ」内の電位差をかけられている。この特徴は、図１に示された
ピクセル設計を、既存の作動状態または解放状態のいずれでも、同じ印加電圧条件下で安
定させる。インターフェロメトリックモジュレータの各ピクセルは、作動状態であれ解放
状態であれ、本質的に、固定の反射層と移動可能な反射層とによって形成されるコンデン
サであるので、この安定状態は、ほとんど電力損失を生じることなく、ヒステリシスウィ
ンドウ内の電圧で維持することができる。印加電圧が固定されている間は、基本的に、ピ
クセルに電流は流れない。
【００２１】
　代表的な用途では、第一の行における所望の作動ピクセルセットに応じて列電極セット
をアサートすることによって、表示フレームを作成することができる。次いで、行１の電
極に行パルスが印加され、アサートされた列ラインに対応するピクセルが作動される。ア
サートされた列電極セットは、次いで、第二の行における所望の作動ピクセルセットに対
応するように変化される。次いで、行２電極にパルスが印加され、アサートされた列電極
に応じて行２における適切なピクセルが作動される。行１のピクセルは、行２パルスによ
って影響されず、行１パルス中に設定された状態に留まる。これは、フレームを生成する
ために、一連の全ての行に対して順次繰り返すことができる。概して、フレームは、この
プロセスをいくらかの所望の毎秒フレーム数で絶えず繰り返すことによって、リフレッシ
ュされる、且つ／または新しい表示データに更新される。この他にも、ピクセル配列の行
電極および列電極を駆動して表示フレームを生成するための様々なプロトコルがよく知ら
れており、これらもまた、本発明に関連して使用することができる。
【００２２】
　図４、図５Ａ、および図５Ｂは、図２の３×３配列上に表示フレームを作成するための
、考えられる１つの作動プロトコルを示している。図４は、図３のヒステリシス曲線を呈
しているピクセルに対して使用可能な列電圧レベルおよび行電圧レベルとして考えられる
セットを示している。図４の実施形態において、ピクセルの作動は、適切な列を－Ｖbias

に設定するとともに適切な行を＋ΔＶに設定することを伴い、これらは、－５ボルトおよ
び＋５ボルトにそれぞれ対応することができる。ピクセルの解放は、適切な列を＋Ｖbias

に設定するとともに適切な行を＋ΔＶに設定することによって達成され、これは、そのピ
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クセルの両端に０ボルトの電位差を生成する。行電圧を０ボルトに保持されている行では
、ピクセルは、その列が＋Ｖbiasまた－Ｖbiasはのいずれであるかにかかわらず、もとか
らの状態に安定して維持される。図４にも示されるように、上述された場合と逆の極性の
電圧も使用可能であることが理解される。例えば、ピクセルの作動は、適切な列を＋Ｖbi

asに設定するとともに適切な行を－ΔＶに設定することを伴うことができる。この実施形
態では、ピクセルの解放は、適切な列を－Ｖbiasに設定するとともに適切な行を－ΔＶに
設定することによって達成され、これは、そのピクセルの両端に０ボルトの電位差を生成
する。
【００２３】
　図５Ｂは、図２の３×３配列に印加される一連の行信号および列信号を示したタイミン
グ図であり、その結果、作動ピクセルが非反射となる図５Ａに示されたディスプレイ構成
が得られる。図５Ａに示されたフレームの書き込みに先立って、ピクセルは、任意の状態
にあることが可能である。この例では、全ての行は０ボルトに、そして全ての列は＋５ボ
ルトにある。これらの信号を印加された状態で、全てのピクセルは、自身の既存の作動状
態または解放状態で安定している。
【００２４】
　図５Ａのフレームでは、ピクセル（１，１）、（１，２）、（２，２）、（３，２）、
および（３，３）が作動されている。これを達成するため、行１用の「ライン時間」中、
列１および列２が－５ボルトに設定され、列３が＋５ボルトに設定される。これは、いず
れのピクセルの状態も変化させない。なぜならば、全てのピクセルは、３～７ボルトの安
定性ウィンドウ内に留まるからである。次いで、０から５ボルトに上昇して再び０に戻る
パルスによって、行１がストローブされる。これは、（１，１）ピクセルおよび（１，２
）ピクセルを作動させ、（１，３）ピクセルを解放させる。配列内の他のピクセルは、い
ずれも影響されない。行２を望むとおりに設定するため、列２は－５ボルトに設定され、
列１および列３は＋５ボルトに設定される。次いで、行２に対しても同じストローブを印
加すると、ピクセル（２，２）が作動され、ピクセル（２，１）およびピクセル（２，３
）が解放される。やはり、配列内の他のピクセルは影響されない。行３も、列２および列
３を－５ボルトに、そして列１を＋５ボルトに設定することによって、同様に設定される
。行３ストローブは、行３のピクセルを、図５Ａに示されるように設定する。フレームの
書き込み後、行の電位はゼロであり、列の電位は＋５ボルトまたは－５ボルトのいずれか
に留まることができる。そして、ディスプレイは、図５Ａの構成で安定する。数十または
数百の行および列を有する配列にも、同様の手続きが利用可能であることが理解される。
また、行および列の作動を実施するために使用されるタイミング、順序、および電圧レベ
ルは、上記に概略を記された一般的原理の範囲内で様々に可変であること、上記の実施例
は、例示を目的としたものに過ぎないこと、そして、任意の作動電圧方法が、本明細書に
おいて説明されるシステムおよび方法とともに使用可能であることが理解される。
【００２５】
　図６Ａおよび図６Ｂは、ディスプレイデバイス４０の１つの実施形態を示したシステム
ブロック図である。ディスプレイデバイス４０は、例えば、セルラー式電話、すなわち携
帯電話であることが可能である。しかしながら、ディスプレイデバイス４０と同じ構成要
素、またはそれらを僅かに変更した形態は、テレビおよびポータブルメディアプレーヤな
どの様々なタイプのディスプレイデバイスを示することもできる。
【００２６】
　ディスプレイデバイス４０は、ハウジング４１、ディスプレイ３０、アンテナ４３、ス
ピーカ４５、入力デバイス４８、およびマイクロフォン４６を含む。ハウジング４１は、
概して、射出成形および真空成形を含む、当該分野の当業者にとって周知の様々な製造プ
ロセスのうちの任意のプロセスによって形成される。また、ハウジング４１は、プラスチ
ック、金属、ガラス、ゴム、およびセラミック、またはそれらの組み合わせを非限定的に
含む、様々な材料のうちの任意の材料で作成することができる。１つの実施形態において
、ハウジング４１は、取り外し可能部分（不図示）を含み、これらの部分は、異なる色の
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、または異なるロゴ、絵、もしくはマークを含む、他の取り外し可能部分と交換すること
ができる。
【００２７】
　代表的ディスプレイデバイス４０のディスプレイ３０は、本明細書において説明される
ように、双安定ディスプレイを含む様々なディスプレイのうちの任意のディスプレイであ
ることが可能である。その他の実施形態では、ディスプレイ３０は、上述のような、プラ
ズマ、ＥＬ、ＯＬＥＤ、ＳＴＮ　ＬＣＤ、もしくはＴＦＴ　ＬＣＤなどのフラットパネル
ディスプレイ、または当業者に良く知られているような、ＣＲＴもしくは他の管デバイス
などの非フラットパネルディスプレイを含む。ただし、本実施形態の説明のため、ディス
プレイ３０は、本明細書において説明されるように、インターフェロメトリックモジュレ
ータディスプレイを含むものとする。
【００２８】
　代表的ディスプレイデバイス４０の１つの実施形態の構成要素が、図６Ｂに概略を示さ
れている。図示されている代表的ディスプレイデバイス４０は、ハウジング４１を含み、
更に、ハウジング４１に少なくとも部分的に囲まれた追加の構成要素を含むことができる
。例えば、１つの実施形態において、代表的ディスプレイデバイス４０は、トランシーバ
４７に結合されたアンテナ４３を含むネットワークインターフェース２７を含む。トラン
シーバ４７は、プロセッサ２１に接続され、プロセッサ２１は、調整ハードウェア５２に
接続される。調整ハードウェア５２は、信号を調整する（例：信号をフィルタリングする
）ように構成することができる。調整ハードウェア５２は、スピーカ４５およびマイクロ
フォン４６に接続される。プロセッサ２１は、また、入力デバイス４８およびドライバコ
ントローラ２９に接続される。ドライバコントローラ２９は、フレームバッファ２８およ
び配列ドライバ２２に結合され、配列ドライバ２２は、更に、ディスプレイ配列３０に結
合される。電源５０は、特定の代表的ディスプレイデバイス４０の設計要件に応じて全て
の構成要素に電力を供給する。
【００２９】
　ネットワークインターフェース２７は、代表的ディスプレイデバイス４０がネットワー
クを通じて１つまたは複数のデバイスと通信することができるように、アンテナ４３およ
びトランシーバ４７を含む。１つの実施形態において、ネットワークインターフェース２
７は、プロセッサ２１の要件を軽減するために、いくらかの処理能力を有することもでき
る。アンテナ４３は、当業者に知られている任意の信号送受信用アンテナである。１つの
実施形態において、アンテナは、ＩＥＥＥ　８０２．１１（ａ）、（ｂ）、または（ｇ）
を含むＩＥＥＥ　８０２．１１標準にしたがってＲＦ信号の送受信を行う。別の一実施形
態では、アンテナは、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ標準にしたがってＲＦ信号の送受信を行う。セ
ルラー式電話の場合、アンテナは、ＣＤＭＡ信号、ＧＳＭ信号、ＡＭＰＳ信号、またはワ
イヤレスセルフォンネットワーク内における通信に使用されるその他の既知の信号を受信
するように設計される。トランシーバ４７は、アンテナ４３から受信される信号に前処理
を施すことによって、それらをプロセッサ２１によって受信して更なる操作を行うことを
可能にする。トランシーバ４７は、また、プロセッサ２１から受信される信号を処理する
ことによって、それらをアンテナ４３を介して代表的ディスプレイデバイス４０から送出
することを可能にする。
【００３０】
　代替の一実施形態において、トランシーバ４７は、レシーバで置き換えることができる
。更に別の代替の一実施形態において、ネットワークインターフェース２７は、プロセッ
サ２１に送られるべき画像データを格納または生成することができる画像ソースで置き換
えることができる。例えば、画像ソースは、画像データを含むデジタルビデオディスク（
ＤＶＤ）もしくはハードディスクドライブ、または画像データを生成するソフトウェアモ
ジュールであることが可能である。
【００３１】
　プロセッサ２１は、概して、代表的ディスプレイデバイス４０の全体の動作を制御する
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。プロセッサ２１は、ネットワークインターフェース２７または画像ソースからの圧縮画
像データなどのデータを受信し、そのデータを処理することによって、生（ｒａｗ）画像
データ、または処理によって容易に生画像データにすることができるフォーマットにする
。プロセッサ２１は、次いで、処理されたデータを、ドライバコントローラ２９に送信す
る、または格納のためにフレームバッファ２８に送信する。生データは、通常、画像内の
各位置における画像特性を識別する情報を表している。例えば、このような画像特性は、
色、彩度、およびグレースケールレベルを含むことができる。
【００３２】
　１つの実施形態において、プロセッサ２１は、代表的ディスプレイデバイス４０の動作
を制御するためのマイクロコントローラ、ＣＰＵ、または論理ユニットを含む。調整ハー
ドウェア５２は、概して、スピーカ４５に信号を伝送するための、およびマイクロフォン
４６からの信号を受信するための、増幅器とフィルタとを含む。調整ハードウェア５２は
、代表的ディスプレイデバイス４０内における個別の構成要素であってもよいし、または
プロセッサ２１もしくはその他の構成要素の中に組み込まれてもよい。
【００３３】
　ドラバコントローラ２９は、プロセッサ２１によって生成された生画像データを、プロ
セッサ２１から直接取得し、またはフレームバッファ２８から取得し、その生画像データ
を、配列ドライバ２２への高速伝送に適するように再フォーマットする。具体的には、ド
ライバコントローラ２９は、生画像データを、ラスタ状のフォーマットを有するデータフ
ローに再フォーマットすることによって、データに、ディスプレイ配列３０の走査に適し
た時間順序を付与する。次いで、ドライバコントローラ２９は、フォーマットされた情報
を配列ドライバ２２に送信する。ＬＣＤコントローラなどのドライバコントローラ２９は
、独立型の集積回路（ＩＣ）の形でシステムプロセッサ２１と関連付けられることが多い
が、このようなコントローラは、様々な形で実現することができる。例えば、ハードウェ
アの形でプロセッサ２１に埋め込まれてもよいし、ソフトウェアの形でプロセッサ２１に
埋め込まれてもよいし、または配列ドライバ２２を伴う形でハードウェアにまるごと組み
込まれてもよい。
【００３４】
　通常、配列ドライバ２２は、フォーマットされた情報をドライバコントローラ２９から
受信し、そのビデオデータを平行波長のセットに再フォーマットする。これらの平行波長
のセットは、ディスプレイのｘ－ｙピクセル行列から引かれる数百本の、ときには数千本
のリードに１秒当たり多数回印加される。
【００３５】
　１つの実施形態において、ドライバコントローラ２９、配列ドライバ２２、およびディ
スプレイ配列３０は、本明細書において説明される任意のタイプのディスプレイに適して
いる。例えば、１つの実施形態において、ドライバコントローラ２９は、従来のディスプ
レイコントローラまたは双安定ディスプレイコントローラ（例：インターフェロメトリッ
クモジュレータコントローラ）である。別の一実施形態において、配列ドライバ２２は、
従来のドライバまたは双安定ディスプレイドライバ（例：インターフェロメトリックモジ
ュレータディスプレイ）である。１つの実施形態において、ドライバコントローラ２９は
、配列ドライバ２２に統合されている。このような一実施形態は、セルラー式電話、腕時
計、およびその他の小面積型ディスプレイなどの高度に集積されたシステムでよく見られ
る。更に別の一実施形態では、ディスプレイ配列３０は、通常のディスプレイアレイまた
は双安定ディスプレイアレイ（例：インターフェロメトリックモジュレータの配列を含む
ディスプレイ）である。
【００３６】
　入力デバイス４８は、ユーザが、代表的ディスプレイデバイス４０の動作を制御するこ
とを可能にする。１つの実施形態において、入力デバイス４８は、ＱＷＥＲＴＹキーボー
ドまたは電話キーパッドなどのキーパッド、ボタン、スイッチ、タッチセンサ式画面、感
圧式または感熱式の膜などを含む。１つの実施形態において、マイクロフォン４６は、代
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表的ディスプレイデバイス４０のための入力デバイスである。デバイスに対するデータの
入力にマイクロフォン４６が使用される場合は、代表的ディスプレイデバイス４０の動作
を制御するためにユーザによって音声命令を提供することができる。
【００３７】
　電源５０は、当該分野において周知であるように、様々なエネルギ蓄積デバイスを含む
ことができる。例えば、１つの実施形態において、電源５０は、ニッケルカドミウム電池
またはリチウムイオン電池などの充電式電池である。別の一実施形態において、電源５０
は、再生可能なエネルギ源、コンデンサ、またはプラスチック太陽電池および太陽電池塗
装を含む太陽電池である。別の一実施形態において、電源５０は、壁コンセントから電力
を受け取るように構成される。
【００３８】
　いくつかの実施形態では、上述のとおり、電子ディスプレイシステム内の複数個所に配
置可能なドライバコントローラ内に、制御のプログラム可能性が備わっている。いくつか
の実施形態では、配列ドライバ２２内に、制御のプログラム可能性が備わっている。当業
者ならば、上述された最適化が、任意の数のハードウェアおよび／またはソフトウェアコ
ンポーネント、ならびに様々な構成において実装可能であることを認識できる。
【００３９】
　上記の原理にしたがって動作するインターフェロメトリックモジュレータの構造の詳細
は、様々に可変である。例えば、図７Ａ～７Ｅは、移動可能な反射層１４およびその支持
構造の、５つの異なる実施形態を示している。図７Ａは、図１の実施形態の断面図であり
、帯状の金属材料１４が、直交する支持構造１８上にデポジションされている。支持１８
は、相隔たれた柱または連続した壁を備えることができる。例えば、支持１８は、交差す
る帯状の機械的なすなわち移動可能な材料を支持する直線状のレール、および／または相
隔たれた柱を含むことができる。一例では、レールが主な支持を提供し、各キャビティ内
の柱が機械層を補強する役割を担う。
【００４０】
　図７Ｂにおいて、移動可能な反射層１４は、その角部のみを、接続線３２を介して支持
構造に取り付けられている。図７Ｃにおいて、移動可能な反射層１４は、可撓性材料を含
みうる変形可能層３４から吊り下げられている。変形可能層３４は、その外周付近におい
て、直接的にまたは間接的に基板２０に接続している。これらの接続は、本明細書におい
て支持構造と称される。図７Ｄに示された実施形態は、変形可能な層３４を上に載せた支
持プラグ４２を有する。このとき、移動可能な反射層１４は、図７Ａ～７Ｃの場合と同様
に、ギャップの上に吊り下げられた状態にあるが、変形可能層３４は、自身と光学スタッ
ク１６との間のホールを埋めることによる支柱の形成は行わなず、その代わりに、支柱１
８は、支柱プラグ４２の形成に使用される平坦化材料で形成される。図７Ｅに示された実
施形態は、図７Ｄに示された実施形態に基づくが、図７Ａ～７Ｃの任意の図に示された実
施形態はもちろん描かれていないその他の実施形態でも機能するように適合させることが
できる。図７Ｅに示された実施形態では、バス構造４４を形成するために、金属またはそ
の他の導電性材料の追加層が使用されている。これは、インターフェロメトリックモジュ
レータの背後に沿った信号のルーティングを可能にし、基板２０上に形成されなければな
らないはずの複数の電極を排除することができる。
【００４１】
　図７に示されたような実施形態において、インターフェロメトリックモジュレータは、
モジュレータを配置する側と反対の側である透明基板２０の前面から画像を見られる直視
型デバイスとして機能する。これらの実施形態において、反射層１４は、自身から見て基
板２０と反対の側にある変形可能層３４を含む部分のインターフェロメトリックモジュレ
ータを光学的に遮蔽する。これは、遮蔽された領域を、画質に悪影響を及ぼすことなく構
成すること、および動作させることを可能にする。このような遮蔽は、図７Ｅのバス構造
４４を可能にする。これは、アドレッシングおよびアドレッシングの結果として生じる移
動などのモジュレータの電気機械的特性から、モジュレータの光学特性を分離する能力を
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提供する。この可分離式のモジュレータアーキテクチャは、モジュレータの電気機械的側
面および光学的側面に使用される構造設計と構造材料とを、互いに独立に選択すること、
および機能させることを可能にする。更に、図７Ｃ～７Ｅに示された実施形態は、変形可
能層３４によってなされる、反射層１４の機械的特性からの反射層１４の光学的特性の切
り離しによる、更なるメリットを有する。これは、反射層１４に使用される構造設計およ
び構造材料を、光学的特性に関して最適化することを可能にするとともに、変形可能層３
４に使用される構造設計および構造材料を、所望の機械的特性に関して最適化することを
可能にする。
【００４２】
　本明細書では、層、材料、および／またはその他の構造的要素を、その他の構造的要素
との関係で、「上」、「上方」、「間」などと説明することができる。本明細書で説明さ
れる構造的要素の間には、様々な中間の層、材料、および／またはその他の構造的要素を
配置することができるので、本明細書で使用されるこれらの用語は、直接的にまたは非直
接的に上、上方、間であることを意味することができる。同様に、例えば基板または層な
ど、本明細書で説明される構造的要素は、単一の構成要素（例えば単層）または多構成要
素の構造（例えば、列挙された材料の層を複数枚含む積層体。追加の材料層を伴っても、
伴わなくてもよい）を含むことができる。物体または要素に関連した「１つまたは複数の
」という用語の使用は、この用語を使用されていない物体または要素について考えられる
複数の配置の存在がないことを、いかなる意味でも示すものではない。本明細書で使用さ
れる「微小電気機械デバイス」という用語は、概して、あらゆる製造段階におけるこのよ
うなあらゆるデバイスを意味する。
【００４３】
　図８Ａ～８Ｃおよび図８Ｅ～８Ｈは、支持構造を後続の処理から保護されたインターフ
ェロメトリックモジュレータを形成する代表的な一方法を示した断面図である。例えば、
保護ライナは、ＭＥＭＳキャビティを形成する「リリース」エッチングから支持構造を保
護することができる。この場合の支持構造は、リリースエッチングに先立ってキャビティ
を満たすものと同じ犠牲材料で形成することができる。
【００４４】
　本実施形態にしたがって、透明な基板２０の上に、図７Ａ～７Ｅに示されるような光学
スタック１６が形成される。上述されたように、光学スタック１６は、通常、ＩＴＯなど
の電極層１１０と、クロムなどの部分反射層１２０と、誘電体１３０と、を含む何枚かの
統合された層、すなわち溶融層を含む。光学スタック１６のこれらの層は、行電極を形成
するために、平行な帯状片となるようにパターン形成されることが好ましい。通常は、図
８Ａに示されるように、光学スタック１６の層は、透明な基板２０の上にデポジションさ
れる。このデポジションは、例えば、何らかの形態のスパッタリング、物理気相成長（Ｐ
ＶＤ）、化学気相成長(ＣＶＤ）、スピンオン誘電体(ＳＯＤ)、スピンオンガラス（ＳＯ
Ｇ）などの、従来のデポジション技術によることが好ましい。光学スタック１６の誘電層
１３０は、二酸化シリコン（ＳｉＯ2）で形成されることが好ましい。その他の構成では
、誘電層１３０は、その他の絶縁材料で形成されており、後続のエッチングステップから
光学スタック１６を保護するために、１枚または２枚以上のエッチング停止層を随意に含
むことができる。当業者ならば理解できるように、エッチング停止層は、その下の材料を
保護するため、特定のエッチング技術に対して極めて耐性である。エッチング停止層に適
した材料は、例えば、Ａｌ2Ｏ3、チタン、タングステン、非晶質シリコン、ゲルマニウム
、およびこれらの組み合わせを含む。
【００４５】
　本実施形態にしたがうと、光学スタック１６の形成後は、図８Ｂに示されるように、誘
電層１３０の上への犠牲材料１４０のデポジションが続く。犠牲層１４０は、犠牲材料１
４０の上にデポジションされるであろう移動可能層１７０（図８Ｈ）と、光学スタック１
６との間に共振光学キャビティ１８０（図８Ｈ）を定めるために、光学スタック１６の上
にデポジションされ（且つ後に選択的に除去され）ることが好ましい。したがって、犠牲



(16) JP 2009-503565 A 2009.1.29

10

20

30

40

50

材料１４０の厚さは、解放状態のときに反射される色の具体的な選択にあわせて選択され
る。その他の構成では、ＲＧＢディスプレイシステム用に、赤、緑、青などの複数の異な
る色を生成するために、複数の厚さがデポジションされる。代表的な一実施形態では、高
さが最大のキャビティ（厚さが最大の犠牲層によって形成される）を有するモジュレータ
が、赤色光を反射し、高さが中間のキャビティ（厚さが中間の犠牲層によって形成される
）を有するモジュレータが、緑色光を反射し、高さが最小のキャビティ（厚さが最小の犠
牲層によって形成される）を有するモジュレータが、青色光を反射する。別途図示されて
はいないものの、当業者ならば、本明細書で開示されるポスト形成技術が、複数の異なる
厚さの犠牲材料を伴うモノクロデバイスおよびマルチカラーインターフェロメトリックモ
ジュレータにも等しく適用可能であることが、容易にわかる。
【００４６】
　犠牲材料１４０は、無機材料を含むことが好ましい。有機質の支持構造は、犠牲層に対
して極めて同一平面状に作成しやすいので、これまで、インターフェロメトリックモジュ
レータディスプレイには、有機質の支持構造が使用されてきた。しかしながら、当業者な
らば、インターフェロメトリックモジュレータにおいて、有機質の支持構造が、熱安定性
や熱クリープに関連して色ズレおよび画像残留の問題を招く恐れがあることがわかる。し
たがって、犠牲層に対して同一平面状に作成することができる無機質の支持構造ならば、
有機質の支持構造の、色ズレおよび画像残留の問題を最小に抑えるのに役立つと考えられ
る。しかしながら、当業者ならば、犠牲材料１４０が、有機材料を含みうることがわかる
。もし、犠牲材料１４０が有機質である場合は、この有機質の犠牲材料１４０を除去する
ために、Ｏ2プラズマまたはダウンストリームＯ2を使用することができる。
【００４７】
　１つの実施形態にしたがうと、犠牲材料１４０は、シリコン（Ｓｉ）を含むことができ
る。他の実施形態では、この犠牲材料１４０は、モリブデン（Ｍｏ）、タングステン（Ｗ
）、チタン（Ｔｉ）、およびタンタル（Ｔａ）などの金属で形成することができる。更に
別の一実施形態では、犠牲材料１４０は、シリコンに富んだシリコン窒化物で形成するこ
とができる。これらの犠牲材料は、いずれも、フッ素をベースにしたエッチャントによっ
て、露出された誘電材料および電極材料に対して選択的にエッチングすることができるが
、当業者ならば、その他の犠牲材料も、その他の選択性エッチング化学剤とともに使用可
能であることが、容易にわかる。シリコンおよび上で列挙された金属は、フォトレジスト
よりも強固な支持を提供すること、そして、とりわけＸｅＦ2への暴露によって選択的エ
ッチングを受けやすいという点で有利である。
【００４８】
　図８Ｃに示されるように、この実施形態において、インターフェロメトリックモジュレ
ータ構造の製造は、犠牲材料１４０内に開口１５０をパターン形成およびエッチングする
ことによって継続される。開口１５０は、開口１５０の上面図である図８Ｄに示されるよ
うに、環状ホールの形態をとることが好ましい。図示された形状は円形であるが、当業者
ならば、後ほど詳述されるように、デバイスの支持構造を形成されることになる部分の犠
牲材料１４０を取り囲むために、柱および細長いレールを含むその他の囲い込み形状すな
わち連続形状に形成されてよいことがわかる。図８Ｃに示されるように、開口１５０の溝
の幅は、形成される支持構造の直径または幅より大幅に小さい。しかしながら、当業者な
らば、より小さい直径または幅（例えば＜４～５ミクロン）を有する支持構造の場合は、
開口１５０の溝の幅が支持構造の直径または幅と実質的に同程度になることがわかる。
【００４９】
　図８Ｅに示されるように、この構造の上には、開口１５０を保護材料１６０で満たすた
めに、保護材料１６０がデポジションされる。保護材料に適した材料には、フォトレジス
トやスピンオン誘電体（ＳＯＤ）などの自己平坦化材料が含まれるが、これらに限定され
ない。これらの材料は、スピンオンデポジションプロセスによってデポジションされると
ともに、自身で平坦化する。更に、フォトレジスト材料、およびシリコン酸化物をベース
にしたＳＯＤは、ともに、フッ素をベースにしたエッチャントに対して耐性を持つ。保護
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材料１６０に適したその他の材料には、感光性のポリイミド、カラーフィルタ用途のため
の着色顔料、ＢＣＢ（ベンゾシクロブテン、米国ミシガン州ミッドランドのＤｏｗ　Ｃｈ
ｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．より市販されている）、およびスピンオン低ｋ材料が含まれる。図
８Ｅに示されるように、このデポジションの結果、開口１５０を満たすのに加えて、構造
の上にも保護材料１６０の層が形成される。当業者ならば、フォトレジストなどの光反応
性高分子で形成された保護材料１６０が、光の照射によって、後ほど詳述されるようなエ
ッチング、アッシングまたはその他の手法で犠牲材料１５０を除去するのに適した状態に
できることがわかる。
【００５０】
　保護材料１６０および犠牲材料１４０は、犠牲材料１４０が、保護材料１６０に対して
選択的に且つ／または優先的にエッチング可能であるように選択されることが好ましい。
選択的とは、保護材料１６０が、リリースエッチング（幾何形状、エッチャント、材料等
などに依存する）の間にすり減って、保護した部分（支持構造を形成する部分）の犠牲材
料１４０を露出させることのないようにすることである。犠牲層１４０は、エッチャント
が、保護材料１６０に対するより大幅に大きい速度で（例えば、保護材料１６０をエッチ
ングする速度の５倍を超える速度、好ましくは１０倍を超える速度、更に好ましくは４０
倍を超える速度で）犠牲材料１４０をエッチングできる場合に、保護材料１６０に対して
選択的にまたは優先的にエッチング可能である。したがって、保護材料１６０は、犠牲材
料１４０が大いにエッチングを受けやすい条件下において、エッチングに対して実質的に
耐性である。当業者ならば、犠牲材料１４０および保護材料１６０の選択が、材料のデポ
ジションに使用される方法および条件（材料の物理的特性および／もしくは化学的特性に
影響を及ぼすことができる）、ならびに犠牲材料の除去の最中のエッチング条件（エッチ
ングプロセスの特質および使用される具体的なエッチャントを含む）を含む、様々な要素
に依存することを理解できる。当業者ならば、また、適切な条件下であれば全ての材料が
エッチング可能であること、そして、本明細書における、材料を選択的にもしくは優先的
にエッチング可能であるまたは耐エッチング性であるとする記述が、それらの材料が曝さ
れる特定の条件下での、デバイス内に存在する他の材料との比較であることが理解できる
。したがって、多くの場合、保護材料に対して選択的にまたは優先的にエッチング可能で
ある犠牲材料の選択は、制御された条件下において、経験的に決定される。あるいは、対
象となる材料の選択的エッチングを可能にする様々なエッチング方法、システム、および
材料が、当該分野において知られており、且つ／または市販されている。当業者ならば、
保護材料１６０が、例えばＣＶＤ、ＰＶＤ、およびスパッタリングを含む、当該分野でよ
く知られた様々な方法によってデポジション可能であることを理解できる。
【００５１】
　当業者ならば、保護材料１６０の層の厚さ（環状開口１５０の寸法によって選択される
）が、犠牲材料１４０の厚さに依存することがわかる。例えば、もし犠牲材料１４０が厚
めであるならば、保護材料１６０の層も、やはり厚めであることが好ましい。上記のよう
に、犠牲材料１４０の厚さは、生成される色に影響を及ぼし、生成される色は、また、犠
牲材料１４０のその他の材料特性にも依存する。好ましい一実施形態にしたがうと、保護
材料１６０の層は、犠牲材料１４０の厚さの約２分の１から２倍の厚さを有する。保護材
料１６０の層は、５００Åから１ミクロンまでの範囲、より好ましくは１０００～３００
０Åの範囲、更に好ましくは約２０００Åの、（犠牲材料１４０の上面から保護材料１６
０の上面までの）厚さを有することが好ましい。
【００５２】
　この方法にしたがった追加のステップが、図８Ｆ～８Ｈに示されている。この実施形態
にしたがうと、保護材料１６０は、図８Ｆに示されるように、開口１５０内にのみ残留す
るように、犠牲材料１４０の上面に達するまで完全にエッチバックされる。
【００５３】
　保護材料１６０によって取り囲まれた部分の犠牲材料１４０は、デバイスの支持構造ま
たはレールとして機能することが理解される。犠牲材料１５０の厚さは、支持構造、すな
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わち支柱の高さだけでなく、形成されるであろう共振光学キャビティ１８０（図８Ｈ）の
高さをも決定するので、当業者ならば、犠牲材料１４０の、とりわけ保護材料１６０によ
って取り囲まれた部分が、保護材料１６０のエッチング時に危害を受けないことが好まし
いことがわかる。キャビティ１８０の高さの変化は、デバイスによって反射される色に影
響を及ぼす。
【００５４】
　当業者ならば、例えば、もし保護材料１６０がフォトレジストを含む場合は、代表的な
犠牲材料１４０（例えばシリコン、モリブデン）に危害を及ぼすことなく犠牲材料１４０
の上面から保護材料１６０を選択的に除去するために、選択的エッチングを使用できるこ
とがわかる。あるいは、保護材料１５０を保護するために、エッチング停止層をデポジシ
ョンすることができる。また、開口１５０内の保護材料１６０がエッチングされるのを回
避するために、エッチングの時間を計ることもできる。開口１５０内の平坦化材料１６０
がエッチング除去されることのないように、開口１５０を覆うフォトレジストマスクが任
意に使用されることが好ましい。例えば、開口１５０内のレジスト（または開口１５０の
外側のレジスト）を選択的に現像するために、レチクルを使用することができる。次いで
、犠牲材料１４０の上面から、保護材料１６０が選択的に除去される。あるいは、同じレ
チクルで、開口１５０を定めるために使用されたポジ型フォトレジストの代わりにネガ型
フォトレジストを用いることによって、開口１５０を定めるために使用されたものと逆の
マスクパターンを形成することができる。逆もまた、同様である。露光過多または露光不
足は、小さいミスアライメントに因らず、完全な適用範囲を保証する。
【００５５】
　当業者ならば、代わりに、ネガ型フォトレジストマスクとともに背面露光プロセスを使
用することによって、図８Ｆに示された構造を得られることがわかる。この実施形態にし
たがうと、好ましくはネガ型フォトレジストで形成された、開口１５０内の保護材料１６
０は、基板２０を通して構造の背面から露光される。光は、開口１５０内の保護材料１６
０を硬化させる。犠牲材料の上面にある部分の保護材料１６０は、露光されない。なぜな
らば、犠牲材料１４０は、好ましくは透明でなく、その部分の保護材料１６０を露光から
遮るからである。犠牲材料１４０の上面にある、露光されなかった保護材料１６０は、次
いで、除去のために現像され、その結果、図８Ｆに示された構造が得られる。当業者なら
ば、この実施形態において、モリブデンが、透明でないゆえに犠牲材料１４０として好ま
しい材料であるのに対して、シリコンは、半透明であるゆえにネガ型フォトレジスト材料
としてあまり好ましくないことがわかる。犠牲材料１４０として好ましいその他の材料に
は、Ｔｉ、Ｗ、およびＴａが含まれる。
【００５６】
　１つの実施形態にしたがうと、開口１５０は、均一の高さを有する支持構造を形成する
ために、均一な高さを有する。別の一実施形態にしたがうと、開口１５０は、マルチカラ
ーディスプレイ用に様々な高さの支持構造を形成するために、様々な高さを有する。当業
者ならば、添付の図面が、本明細書で説明される一連のステップを例示するために描かれ
たものであり、縮尺どおりではないことが理解できる。
【００５７】
　保護材料１６０のエッチング後は、図８Ｇに示された、プレリリースの、すなわちリリ
ース前の構造を形成するために、構造の上に移動可能層１７０をデポジションする（そし
て、続いてパターン形成およびエッチングを行う）ことが好ましい。図８の、例示された
実施形態は、図８Ｆに示された構造の上に移動可能層１７０がデポジションされた状態を
示していることが理解される。例示された実施形態において、移動可能層１７０は、機械
層としてはもちろん、移動可能な反射層、すなわち第二の電極としても機能するので、機
械層、移動可能層、変形可能層、および／または電極と称することができる。移動可能層
１７０は、図７Ａ、図７Ｂ、および図８Ｈに示されるように、完全反射性の可撓性の金属
を含んでもよいし、あるいは、図７Ｃ～７Ｅに示されたように、別個のミラーを支持して
いてもよい。移動可能層１７０に適したその他の材料には、アルミニウム、アルミニウム
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合金、クロム、およびニッケルが含まれるが、これらに限定されない。その他の実施形態
では、移動可能層１７０は、Ａｌ／ＳｉＯ2、Ｎｉ／Ａｌ／ＡｌＯx、およびＮｉ／Ａｌ／
ＳｉＯ2などの複数の層を含むことができる。複数の層の実施形態では、移動可能層１７
０は、エッチャントに対して耐性を持つ材料で背面を形成された反射層を有することが理
解される。移動可能層１７０は、その外周付近において、直接的にまたは間接的に基板２
０に接続することが好ましい。
【００５８】
　移動可能層１７０のデポジション、およびデバイスを完成させるためのその他のステッ
プ（例えば行と交差するように列をパターン形成するなど）の後、犠牲材料１４０は、選
択的に除去される。当業者ならば、犠牲層の除去に使用されるエッチングガスを、犠牲材
料１４０に到達可能にするために、移動可能層１７０に、開口、すなわちホール１７２を
エッチング可能であることがわかる。当業者ならば、これらの開口１７２が、例えばフォ
トレジストで形成されたマスク（不図示）で移動可能層１７０を覆い、該マスクを通して
エッチングを行うことによってエッチング可能であることを理解できる。マスクは、開口
１７２がエッチングされた後に除去される。パッケージングプロセス全体の一環として、
インターフェロメトリックモジュレータは、続いて密封され、インターフェロメトリック
モジュレータを内包するパッケージを取り巻く環境から保護されることが理解される。こ
のようなホール、すなわち開口は、フォトリソグラフィシステムによって許される限りの
小さい直径を有することが好ましい。一実施形態では、ホール、すなわち開口は、約２～
６ミクロンの範囲の直径を有する。１ミクロン未満、およびより好ましくは０．５ミクロ
ン未満などの、より小さい開口を形成するために、ステッパツールが使用されてよいこと
が理解される。当業者ならば、開口の大きさ、間隔、および数が、犠牲材料１４０の除去
速度に影響を及ぼすことを理解できる。
【００５９】
　図８Ｈに示されるように、保護材料１６０で形成された「カバー」によって取り囲まれ
た支持１８間の犠牲材料１４０は、移動可能層１７０と、光学スタック１６の誘電層１３
０と、の間に光学キャビティ１８０を形成するために、好ましくは（例えばミラーすなわ
ち移動可能層１７０、誘電１３０、および保護材料１６０に対して選択的な）選択的ガス
エッチングプロセスを使用して除去される。犠牲材料１４０の選択エッチングの後、移動
可能層１７０は、犠牲材料１４０によって形成された支持１８によって支持され、且つ該
支持１８の上に載っている。
【００６０】
　犠牲材料１４０を除去するために、様々なエッチングプロセス（ウェット法およびドラ
イ法を含む）ならびにエッチャントを使用することができる。犠牲材料１４０を除去する
には、当該分野でよく知られた標準的なエッチング技術を使用することができる。適切な
エッチング技術には、例えば、ウェットエッチング法およびドライエッチング法が含まれ
る。具体的なエッチングプロセスは、除去されるべき材料に依存する。
【００６１】
　化学的ドライエッチング法は、通常、ガス状の化学反応性のエッチャントを犠牲材料１
４０に当てて、該材料を、例えば真空源によって除去される揮発性生成物に変換すること
を伴う。ドライエッチング法に有用なエッチャントの例は、例えば、不活性ガス（例えば
ＸｅもしくはＡｒ）と、例えばＮ2、Ｆ2、Ｈ2、ＣＯ、Ｃｌ2、ＮxＦy（例えばＮＦ3）、
ＣxＦy（例えばＣ2Ｆ6）、および／もしくはＳｉxＦy（例えばＳｉＦ4）との混合など、
１種または２種以上のガスの混合を含む。例えば、二フッ化キセノン（ＸｅＦ2）は、シ
リコン、モリブデン、チタン、またはタングステンの犠牲層を、シリコン酸化物、シリコ
ン窒化物、アルミナ、フォトレジスト、およびアルミニウムを含むがこれらに限定されな
い保護材料１６０に対して選択的に除去するための、ドライエッチャントリリースガスを
生成する。なぜならば、ＸｅＦ2は、これらの材料を、感知できるほどエッチングしない
からである。このエッチングプロセスは、例示された移動可能層１７０、保護材料１６０
、および下部の誘電層１３０、またはこれらの構造の上のあらゆるエッチング停止材料な
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どの、誘電材料、半反射性材料、および電極材料のいずれもエッチングしないことが理解
される。
【００６２】
　代表的なウェットエッチャントは、リン酸／酢酸／硝酸の混合溶液すなわち「ＰＡＮ」
であり、例えばＭｏ、Ａｌ、またはＧｅを、シリコン酸化物、シリコン窒化物、チタン、
ニッケル、クロム、ＩＴＯ、シリコン炭化物、および非晶質シリコンを含むがこれらに限
定されない様々な材料に対して選択的に除去することができる。当業者ならば、タンタル
およびチタンを含む犠牲材料１４０が、例えば、ＸｅＦ2、フッ素プラズマ（ＣＦ4、ＮＦ

3、ＳＦ6）、およびＣｌ2などのエッチャントによるエッチングを含むがこれらに限定さ
れないウェットエッチング化学剤またはドライエッチング化学剤のいずれかによって除去
可能であることがわかる。マグネシウムを含む犠牲材料１４０は、ＨＣｌおよびＨＮＯ3

などのエッチャントによるエッチングを含むがこれらに限定されないウェットエッチング
化学剤を使用して除去することが好ましい。
【００６３】
　アルミニウムを含む犠牲材料１４０は、ドライエッチング化学剤よりもウェットエッチ
ング化学剤を使用して除去されることが好ましい。アルミニウム犠牲材料１４０に適した
ウェットエッチャントは、水酸化アルミニウム（ＮＨ4ＯＨ）およびＴＭＡＨ有機塩基な
どの塩基、リン酸、ＨＣｌ、ＰＡＮエッチャント、ＮａＯＨ、ならびにＫＯＨなどを含む
がこれらに限定されない。アルミニウムの除去には、ウェットエッチャントが好ましいが
、Ｃｌ2プラズマなどのドライエッチャントも、アルミニウムの除去に使用することがで
きる。当業者ならば、アルミニウム犠牲材料をエッチングするのに使用されるウェットエ
ッチャントが、移動可能層１７０の背面上のあらゆるアルミニウムも、もし存在するなら
ば、除去すること、そして、移動可能層１７０の背面上のこのようなあらゆるアルミニウ
ムが、薄い（例えば＜１００Å）誘電層によってエッチングから保護されると望ましいこ
とがわかる。ニッケルは、アルミニウム用のエッチャントに対して耐性を持つので、当業
者ならば、移動可能層１７０の背面上にアルミニウムを有する実施形態において、移動可
能層１７０の背面上の反射性材料として、ニッケル（または上記エッチャントに対して耐
性を持つ任意の金属）を使用できることがわかる。
【００６４】
　いくつかの実施形態において、エッチングは、例えば、デバイスの反射性またはリリー
スされるエッチング生成物を監視することによって監視される。その他の実施形態では、
エッチングは、所定の時間にわたって行われる。当業者ならば、層のエッチング速度が、
その層の厚さに依存することを理解できる。概して、厚い層ほどエッチングが遅くなる。
上述されたように、移動可能層１７０は、犠牲層の除去に使用されるエッチングガスを犠
牲材料１４０に到達可能にするために、開口、すなわちホール１７２を提供するようにパ
ターン形成することもできる。当業者ならば、エッチング速度が、開口１７２の数および
開口１７２の大きさにも依存することを理解できる。
【００６５】
　この実施形態にしたがって得られるインターフェロメトリックモジュレータの最終構造
が、図８Ｈに示されている。図８Ｈに示されるように、上面にある移動可能層１７０と、
側壁にある保護材料１６０とが、相まって、犠牲材料１４０を封じ込め、光学キャビティ
１８０を形成するリリースエッチングから、犠牲材料１４０を保護している。具体的な好
ましい一実施形態では、犠牲材料１４０は、モリブデンを含み、得られるインターフェロ
メトリックモジュレータの最終構造は、真っ直ぐな側壁を有した支持１８を有する。この
実施形態では、保護材料１６０は、フォトレジストまたはＳＯＤを含むことができる。
【００６６】
　図９は、代替の一実施形態にしたがって製造して得られるインターフェロメトリックモ
ジュレータの最終構造を示している。この実施形態にしたがうと、図８Ｇに示された構造
から犠牲材料１４０が選択的に除去された後、支持１８を取り囲む開口１５０内の保護材
料１６０もまた、除去される。この選択的除去は、エッチャントにＳｉＯ2が曝されない
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限り、あらゆるタイプの選択的エッチングプロセス（ウェットまたはドライ）によって実
施することができる。例えば、当業者ならば、光学スタック１６の上にＡｌ2Ｏ3のエッチ
ング停止層を使用したり、あるいは光学スタック１６として代替の誘電体を使用したりで
きることがわかる。あるいは、開口１５０内に残留する保護材料１６０を除去するために
、アッシングプロセスを使用することができる。当業者ならば、フォトレジストを含む保
護材料１６０の除去に、アッシングプロセスが使用されることが容易にわかる。
【００６７】
　別の一実施形態にしたがうと、図８Ｅに示されるように、保護材料１６０がデポジショ
ンされ、その後、保護材料１６０は、図１０Ａに示されるように、犠牲材料１４０の特定
の部分の上に「カバー」を形成するために、犠牲材料１４０の上面までエッチバックされ
る。保護材料１６０は、フォトリソグラフィプロセスによるマスク形成の後にエッチング
されることが好ましい。「カバー」の下にあるこれらの部分の犠牲材料１６０は、この実
施形態では、支持１８（図１０Ｄ）として機能する。マスクのミスアライメントの際にも
支持領域を確実に覆えるようにするため、保護材料１６０は、図１０Ａに示された実施形
態に見られるように、支持領域より僅かに幅広の「カバー」を残してエッチバックされる
ことが好ましい。あるいは、図１０Ｂに示されるように、「カバー」は、開口１５０内の
保護材料１６０の上にだけ存在する環状の帯として形成される。図１０Ｃに示されたリリ
ース前の構造に見られるように、移動可能層１７０は、「カバー」を形成するために保護
材料１６０がエッチングされた後に、構造の上にデポジションされる。図１０Ｃは、図１
０Ａに示された構造の上に移動可能層１７０がデポジションされた状態を描いているが、
当業者ならば、代替の一実施形態では、移動可能層１７０が図１０Ｂに示された構造の上
にデポジションされてよいことを理解できる。当業者ならば、デバイスを完成するために
、上述されたパターン形成や選択的除去などの後続のステップが移動可能層１７０のデポ
ジションの後に続き、その結果として、図１０Ｄに概略を示されたこの実施形態の最終構
造が得られることを理解できる。
【００６８】
　あるいは、保護材料１６０がフォトレジストである一実施形態では、図１０Ａに示され
た犠牲材料１４０の選択的除去の後に、アッシングプロセスを使用し、開口１５０内に残
留する保護材料１６０を除去することによって、支持構造を形成するための領域内の犠牲
材料１４０の上面上にのみ、保護材料１６０を残留させることができる。当業者ならば、
犠牲材料１４０の選択的エッチングの後に、アッシングプロセスを使用することによって
、図１０Ｂに示された構造内に残留する保護材料１６０を除去可能であることがわかる。
【００６９】
　１つの実施形態にしたがうと、図１１Ａに示されるように、移動可能層１７０のデポジ
ションに先立って、図１０Ａおよび図１０Ｂに示された構造の上に、フォトレジスト２０
０の層を回転塗布することができる。保護材料１６０を、このフォトレジスト２００の追
加層とともに犠牲層１４０の上面から除去すると、結果として、より平坦化された移動可
能層１７０を有するデバイスが得られる。このフォトレジスト２００の層は、好ましくは
、保護材料１６０の厚さと同程度の厚さを有する。このため、当業者ならば、例えば、も
し保護材料が約１０００Åの厚さを有するならば、フォトレジスト層２００の厚さは好ま
しくは約５００～２０００Åの範囲であることを理解できる。この実施形態にしたがうと
、フォトレジスト層２００は、図１１Ｂに示されるように、次いで、保護材料１６０のみ
を覆うようにパターン形成およびエッチングを施される。フォトレジスト層２００および
保護材料１６０は、ともに、図１１Ｃに示された構造を得るために、好ましくはプラズマ
エッチングによって除去される。フォトレジスト層２００は、保護材料１６０が除去され
るときに、開口１５０内の保護材料１６０の上面のディッシングを最小に抑えるのに役立
つ。図１１Ｃに示されるように、移動可能層１７０は、保護材料１６０で満たされた開口
１５０の上にくる部分で僅かにくぼんだだけの上面を有する。この実施形態にしたがうと
、移動可能層１７０は、図８Ｈおよび図１０Ｄに示された実施形態の移動可能層１７０よ
りも、更に平坦化される。
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【００７０】
　別の一実施形態では、支持構造を形成するために、フォトレジストなどの自己平坦化材
料を使用することによって、犠牲材料の選択的除去が実施されるまでのあいだ、犠牲材料
の一部を隔離することができる。図１２Ａ～１２Ｉは、このような支持構造を含むデバイ
スを形成するためのプロセスを描いている。前述のとおり、当業者ならば、添付の図面が
本明細書で説明される一連のステップを例示するために描かれたものであり、縮尺どおり
ではないことを理解できる。
【００７１】
　図１２Ａでは、光学スタック１６の上に犠牲材料１４０がデポジションされたこと、そ
して、その上に、この実施形態では移動可能な反射層１７０である機械層がデポジション
されたことがわかる。犠牲材料１４０は、好ましくは約１０００～４０００Åの範囲の厚
さにデポジションされる。図１２Ａに示されたように、移動可能な反射層１７０内には、
移動可能な反射層１７０の一部３２４を取り囲むように開口３２２がエッチングされる。
移動可能層１７０のこの部分３２４は、支持構造を形成することになる領域の犠牲材料１
４０の上に位置する。図１２Ｂは、図１２Ａの段階における半製品デバイスの上面図であ
る。（図１２Ａは、線１２Ａ－１２Ａに沿って見たデバイスの断面である。）図１２Ｂに
見られるように、開口３２２は、移動可能な反射層１７０の部分３２４を層１７０の残り
の部分から完全には隔離していない。
【００７２】
　図１２Ｃでは、犠牲材料１４０の残留柱状部３２８を取り囲むキャビティ３２６を形成
するために、開口３２２の真下の犠牲材料１４０がエッチングされたことがわかる。犠牲
材料１４０のエッチングには、計時式のエッチングプロセスを使用することが好ましい。
キャビティ３２６を形成するこのエッチングプロセスは、移動可能な反射層１７０を部分
的にアンダーカットすることもできる。キャビティ３２６の形状は、図１２Ｃの段階にお
ける半製品のデバイスの上面図である図１２Ｄにおいて、より明確に見ることができる。
残留する犠牲材料の縁は、点線によって示される。図からわかるように、キャビティ３２
６は、犠牲材料の柱状部３２８を取り囲む環状キャビティである。
【００７３】
　図１２Ｅでは、自己平坦化材料３３０の層がデポジションされ、キャビティ３２６を満
たすとともに移動可能な反射層１７０の上に広がることがわかる。一実施形態において、
平坦化材料３３０は、フォトレジストを含むことができる。移動可能層１７０の上面から
平坦化材料３３０の上面に到るまでの、平坦化材料３３０の厚さは、好ましくは約３００
０Åから５ミクロンの範囲にあり、より好ましくは約１ミクロンである。図１２Ｆでは、
平坦化材料３３０がパターン形成およびエッチングを施されるとともに、その下にある移
動可能な反射層１７０もパターン形成およびエッチングを施され、平坦化層３３０および
移動可能層１７０を通って伸びて犠牲材料１４０に達するエッチングホール３３４が形成
される。エッチングホール３３４は、犠牲材料１４０の選択的除去のために提供されるこ
とが理解される。平坦化層３３０がフォトレジストを含む一実施形態では、平坦化材料３
３０のエッチングは不要である。例示された実施形態では、キャビティ３２６内の平坦化
材料３３０もエッチングされているが、図１２Ｆに示されるように、柱状部３２８は、平
坦化材料３３０によって絶縁されたままである。有利なことに、このパターン形成は、レ
ジストアッシングなどによる、後の平坦化材料３３０の除去を促進する。
【００７４】
　図１２Ｇでは、エッチングホール３３４を通して犠牲材料１４０を選択的に除去するた
めに、エッチングプロセスが実施される。図からわかるように、犠牲材料の柱状部３２８
は、平坦化材料３３０によってエッチングから保護されるので、そのままである。図１２
Ｈでは、アッシングプロセスなどによって、平坦化材料が除去され、支持構造として機能
する犠牲材料の柱状部３２８が残される。図１２Ｉは、図１２Ｈのデバイスの上面図であ
り、移動可能な反射層１７０の部分３２４の下に柱状部３２８があって、層全体に対して
支持を提供していることがわかる。



(23) JP 2009-503565 A 2009.1.29

10

20

30

40

50

【００７５】
　移動可能な機械層１７０は、平面状の犠牲層の上にデポジションされたので、移動可能
層１７０は、有利なことに、実質的に平坦なままであることがわかる。この実質的な平坦
性は、層１７０内の残留応力が、該層を平坦な位置から上向きまたは下向きに引っ張る可
能性を最小に押さえ、また、任意の残留応力が、支持構造として機能する柱状部３２８か
ら離れる層間剥離を促進する可能性を最小に抑える。このため、デポジションされた移動
可能層１７０の平坦特性は、残留応力の効果と、残留応力そのものの大きさとを、ともに
、最小に抑える。更に、柱状部は、実質的に円筒状に作成することができるので、移動可
能層が、光学スタック１６に接触する潰れ位置に作動された際に、支持されていない羽を
有する支持構造において時間の経過とともに生じうる機械的損傷が、支持構造の縁の近く
で生じにくくなる。
【００７６】
　当業者ならば、上述されたデバイスおよび製造技術に変更を加えられることを理解でき
るであろう。例えば、構成要素および／もしくはステップを追加且つ／または除去したり
、一連のステップを変更したりすることができる。更に、本明細書で説明された方法、構
造、およびシステムは、その他のタイプのＭＥＭＳデバイスおよびその他のタイプの光学
モジュレータを含む、その他の電子デバイスの製造にも有用である。
【００７７】
　上記の詳細な説明は、本発明の新規の特徴を、様々な実施形態に照らして図示、説明、
および指摘してきたが、当業者ならば、例示されたデバイスまたはプロセスの形態および
詳細について、本発明の趣旨から逸脱することなく様々な省略、置換、および変更をなせ
ることが、理解されるであろう。特徴のいくつかは、他の特徴と別個に使用または実施す
ることができるので、本発明は、本明細書に明記された特徴および利点の全てを提供する
のではない形態の範囲内で実現可能であることがわかる。
【図面の簡単な説明】
【００７８】
【図１】インターフェロメトリックモジュレータディスプレイの１つの実施形態の一部分
を描いた等角図であり、第一のインターフェロメトリックモジュレータの移動可能反射層
が解放位置にあり、第二のインターフェロメトリックモジュレータの移動可能反射層が作
動位置にある。
【図２】３ｘ３インターフェロメトリックモジュレータディスプレイを組み込んだ電子デ
バイスの１つの実施形態を示したシステムブロック図である。
【図３】図１のインターフェロメトリックモジュレータの１つの代表的実施形態について
、移動可能なミラーの位置と印加される電圧との関係を示した図である。
【図４】インターフェロメトリックモジュレータディスプレイを駆動するために使用する
ことができる行電圧および列電圧のセットを示した説明図である。
【図５Ａ】図２の３ｘ３インターフェロメトリックモジュレータディスプレイにおけるデ
ィスプレイデータの１つの代表的なフレームを示した図である。
【図５Ｂ】図５Ａのフレームの書き込みに使用することができる行信号および列信号に関
する１つの代表的なタイミング図である。
【図６Ａ】複数のインターフェロメトリックモジュレータを含むビジュアルディスプレイ
デバイスの一実施形態を示したシステムブロック図である。
【図６Ｂ】複数のインターフェロメトリックモジュレータを含むビジュアルディスプレイ
デバイスの一実施形態を示したシステムブロック図である。
【図７Ａ】図１のデバイスの断面図である。
【図７Ｂ】インターフェロメトリックモジュレータの代替の一実施形態の断面図である。
【図７Ｃ】インターフェロメトリックモジュレータの別の代替の一実施形態の断面図であ
る。
【図７Ｄ】インターフェロメトリックモジュレータの更に別の代替の一実施形態の断面図
である。
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【図７Ｅ】インターフェロメトリックモジュレータの更なる代替の一実施形態の断面図で
ある。
【図８Ａ】本発明の一実施形態にしたがった、支持材料を犠牲材料で形成されたインター
フェロメトリックモジュレータの順序を示した断面図である。
【図８Ｂ】本発明の一実施形態にしたがった、支持材料を犠牲材料で形成されたインター
フェロメトリックモジュレータの順序を示した断面図である。
【図８Ｃ】本発明の一実施形態にしたがった、支持材料を犠牲材料で形成されたインター
フェロメトリックモジュレータの順序を示した断面図である。
【図８Ｄ】図８Ａ～８Ｃおよび図８Ｅ～８Ｈに示された実施形態の犠牲材料内に、図８Ｃ
に示された段階において形成された開口の上面図である。
【図８Ｅ】本発明の一実施形態にしたがった、支持材料を犠牲材料で形成されたインター
フェロメトリックモジュレータの順序を示した断面図である。
【図８Ｆ】本発明の一実施形態にしたがった、支持材料を犠牲材料で形成されたインター
フェロメトリックモジュレータの順序を示した断面図である。
【図８Ｇ】本発明の一実施形態にしたがった、支持材料を犠牲材料で形成されたインター
フェロメトリックモジュレータの順序を示した断面図である。
【図８Ｈ】本発明の一実施形態にしたがった、支持材料を犠牲材料で形成されたインター
フェロメトリックモジュレータの順序を示した断面図である。
【図９】別の一実施形態にしたがって形成されたインターフェロメトリックモジュレータ
の断面図である。
【図１０Ａ】別の一実施形態にしたがって形成されたインターフェロメトリックモジュレ
ータを形成する順序を示した断面図である。
【図１０Ｂ】更に別の一実施形態にしたがって形成されたインターフェロメトリックモジ
ュレータの断面図である。
【図１０Ｃ】別の一実施形態にしたがって形成されたインターフェロメトリックモジュレ
ータを形成する順序を示した断面図である。
【図１０Ｄ】別の一実施形態にしたがって形成されたインターフェロメトリックモジュレ
ータを形成する順序を示した断面図である。
【図１１Ａ】別の一実施形態にしたがって形成されたインターフェロメトリックモジュレ
ータの断面図である。
【図１１Ｂ】別の一実施形態にしたがって形成されたインターフェロメトリックモジュレ
ータの断面図である。
【図１１Ｃ】別の一実施形態にしたがって形成されたインターフェロメトリックモジュレ
ータの断面図である。
【図１２Ａ】更に別の一実施形態にしたがったインターフェロメトリックモジュレータの
製造の特定のステップを示した断面図である。
【図１２Ｂ】図１２Ａ、図１２Ｃ、および図１２Ｅ～１２Ｈの製造プロセスの特定の段階
におけるインターフェロメトリックモジュレータを示した上面図である。
【図１２Ｃ】更に別の一実施形態にしたがったインターフェロメトリックモジュレータの
製造の特定のステップを示した断面図である。
【図１２Ｄ】図１２Ａ、図１２Ｃ、および図１２Ｅ～１２Ｈの製造プロセスの特定の段階
におけるインターフェロメトリックモジュレータを示した上面図である。
【図１２Ｅ】更に別の一実施形態にしたがったインターフェロメトリックモジュレータの
製造の特定のステップを示した断面図である。
【図１２Ｆ】更に別の一実施形態にしたがったインターフェロメトリックモジュレータの
製造の特定のステップを示した断面図である。
【図１２Ｇ】更に別の一実施形態にしたがったインターフェロメトリックモジュレータの
製造の特定のステップを示した断面図である。
【図１２Ｈ】更に別の一実施形態にしたがったインターフェロメトリックモジュレータの
製造の特定のステップを示した断面図である。
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【図１２Ｉ】図１２Ａ、図１２Ｃ、および図１２Ｅ～１２Ｈの製造プロセスの特定の段階
におけるインターフェロメトリックモジュレータを示した上面図である。
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